
 

 

 

注記注記注記注記 地区区分は、４ページに記載しました。 

名  称 港南つつじヶ丘地区地区計画 

位  置 港南区日野南五丁目、日野南六丁目及び日野南七丁目地内 

面  積 約 25.4ha 

地区計画の目標 港南つつじヶ丘地区は、港南区の南西部に位置し、都市計画道路環状 3 号線

を挟み南北に広がる地区である。建築協定区域を含む低層住宅地や小学校、公

園等が一体となって、昭和 40 年代の開発以降、良好な居住環境を形成してきた。 

一方、開発から 40 年以上が経過し、建替えや増築の増加が想定されるととも

に、住民は高齢化してきている。 

そこで、本地区計画は、高齢者の生活利便性に配慮しつつ、良好な居住環境を

維持し、緑豊かな街並みの形成を図ることを目標とする。 

土地利用の

方針 

地区計画の目標を実現するため地区を区分し、それぞれ次の方針により土地

利用を誘導する。 

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ地区は、現在の良好な居住環境を維持するため、低層住宅等

の立地を図る。 

Ｅ地区は、周辺の低層住宅地との調和を図る。 

Ｆ地区は、周辺環境に配慮した商業・サービス施設等の立地により、低層住

宅地との調和を図る。 

Ｇ地区は、地区の良好な居住環境を維持するため、公園及び緑地を適切に保

全する。 

建築物等の

整備の方針 

各地区の特性に応じて次のような制限を定める。 

Ａ地区では、戸建て住宅を中心としたゆとりある居住環境を維持するため、

建築物の用途の制限、建築物の高さの最高限度、建築物の敷地面積の最低

限度及び壁面の位置の制限を定める。 

Ｂ地区では、Ａ地区と同様の戸建て住宅を中心としたゆとりある居住環境を

維持するため、建築物の用途の制限、建築物の高さの最高限度、建築物の

建ぺい率の最高限度、建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の最

低限度及び壁面の位置の制限を定める。 

Ｃ地区では、戸建て住宅を中心とした良好な居住環境の形成を図るため、建

築物の用途の制限、建築物の高さの最高限度及び建築物の敷地面積の最低

限度を定める。 

Ｄ地区では、低層住宅を中心とした良好な居住環境の形成を図るため、建築

物の用途の制限及び建築物の敷地面積の最低限度を定める。 

Ｅ地区では、周辺の低層住宅地との調和を図るため、建築物の用途の制限、

建築物の敷地面積の最低限度及び壁面の位置の制限を定める。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

緑化の方針  地区の良好な居住環境を維持するため、地区内の緑の保全に努める。 

平成 27 年 12 月 4 日施行 

（平成28年 2月25日公布） 

国際港都建設計画港南国際港都建設計画港南国際港都建設計画港南国際港都建設計画港南つつじつつじつつじつつじヶヶヶヶ丘地区地区計画丘地区地区計画丘地区地区計画丘地区地区計画    

（まちづくり委員会による編集版） 
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港南港南港南港南つつじつつじつつじつつじヶヶヶヶ丘丘丘丘地区地区地区地区のののの建築物建築物建築物建築物にににに対対対対するするするする制限制限制限制限    

名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 地区の

区分 面積 約16.1ha 約1.4ha 約0.5ha 約0.9ha 約1.5ha 

建築物の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築して

はならない。  

１ 住宅（住戸の数が３以上の長屋を除く。）  

２ 住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を

兼ねるもののうち建築基準法施行令（昭和25年

政令第338号）（以下「令」という。）第130条の

3に規定するもの  

３ 共同住宅（住戸の数が３以上のものを除く。） 

４ 図書館その他これに類するもの 

５ 保育所でその用途に供する部分の床面積の合計

が300㎡未満のもの 

６ 介護保険法に基づき居宅要介護者又は居宅要支

援者への通所による日常生活上の世話、機能訓練

等を行う施設又は拠点で、その用途に供する部分

の床面積の合計が300㎡未満のもの 

７ 診療所 

８ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する令

第130条の4に規定する公益上必要なもの（老人

福祉センター、児童厚生施設その他これらに類す

るものでその用途に供する部分の床面積の合計

が300㎡以上のものを除く。） 

９ 前各号の建築物に附属するもの 

次の各号に

掲げる建築物

以外の建築物

は、建築しては

ならない。  

Ａ～Ｃ地区

の制限のうち、

第１及び３号

を下記とし、他

の号は同じ。 

１ 住宅 

３ 共同住宅 

次の各号に

掲げる建築物

以外の建築物

は、建築して

はならない。  

Ａ～Ｃ地区

の制限のう

ち、第４号を

下記とし、他

の号は同じ。 

４ 学校、図

書館その

他これら

に類する

もの 

建築物の高さ

の最高限度 

１ 建築物の高さは、９ｍを超えてはならない。 

２ 建築物の軒高さは、6.5ｍを超えてはならない。 

３ 建築物の各部分の高さは、当該各部分から前面道

路の中心線又は隣地境界線までの真北方向の水

平距離に0.6を乗じて得たものに５ｍを加えたも

の以下としなければならない。 

Ａ～Ｃ地区の制限の第１号を

下記とし、第２号を削除し、第３

号を第２号とする。 

１ 建築物の高さは、10ｍを超え

てはならない。 

２ 建築物の各部分の高さは、…

以下省略 

（第１種高度地区の制限） 

建築物の建ぺ

い率の最高限

度 

Ｂ地区と同

じ 

（第一種

低層住居

専用地域

の制限） 

10分の４ 

ただし、建築基準法

（昭和25年法律第201

号）第53条第3項第2

号に該当する建築物に

あっては10分の１を加

えたものとする。 

Ｂ地区と同

じ 

（第一種

低層住居

専用地域

の制限） 

Ｂ地区と同じ 

（第一種低

層住居専用

地域の制限） 

Ｂ地区と同じ 

（第一種低

層住居専用

地域の制限） 

建築物の容積

率の最高限度 

Ｂ地区と同じ 

（第一種低層住

居専用地域の制

限） 

10分の８ Ｂ地区と同じ 

（第一種低層

住居専用地域

の制限） 

Ｂ地区と同じ 

（第一種低

層住居専用

地域の制限） 

Ｂ地区と同じ 

（第一種低

層住居専用

地域の制限） 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

建築物の敷地

面積の最低限

度 

建築物の敷地面積は１６５㎡以上

とする。ただし、次のいずれかに該当

する土地については、この限りでな

い。 

１ 公衆便所、巡査派出所その他これ

らに類する公益上必要な建築物

の敷地として使用するもの 

建築物の敷地面積は１２５

㎡以上とする。ただし、公衆便

所、巡査派出所その他これらに

類する公益上必要な建築物の

敷地として使用するものは、こ

の限りでない。 

建築物の敷地

面積は１６５

㎡以上とする。

ただし、公衆便

所、巡査派出所

その他これら

に類する公益 
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注注注注    記記記記 １．本書は読みやすさに配慮して、まちづくり委員会が編集したものです。 

原典は、横浜市のホームページで閲覧できます。 

２．「地区計画の目標」及び「方針」は地区計画の文言を掲載しています。 

３．「地区整備計画」は、地区計画では用途地域指定などにより定まっている制限と同じであるため記載が無

い項目についても、制限を補足して記入しました。それは、（…の制限）と記してある項目です。 

念のために「建ぺい率」を例に説明を加えますと、注意すべきは、現在はＡ～Ｅ地区で 10 分の４と同じ

制限ですが、将来「一低専」の制限が変更された場合、Ｂ地区以外ではそれに連動して制限が変わるとい

うことです。 

４．Ｆ地区は、地区計画では制限を定めず、第一種住居地域の制限のままであるので記載していません。 

以上 

名称 Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 地区の

区分 面積 約16.1ha 約1.4ha 約0.5ha 約0.9ha 約1.5ha 

建築物の敷地

面積の最低限

度 

２ 本規定の施行の際、現に建築物

の敷地として使用されている

土地で本規定に適合しないも

の、又は現に存する所有権その

他の権利に基づいて建築物の

敷地として使用するならば、本

規定に適合しないこととなる

土地について、その全部を一の

敷地として使用するもの 

 上必要な建築

物の敷地とし

て使用するも

のは、この限

りでない。 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

壁面の位置の

制限 

建築物の外壁又はこれに代わる

柱の面から、前面道路の境界線及び

隣地境界線までの距離は、１ｍ以上

とする。ただし、この距離の限度に

満たない距離にある建築物又は建

築物の部分が次のいずれかに該当

する場合はこの限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中

心線の長さの合計が３ｍ以下

であるもの 

２ 物置その他これに類する用途

（自動車車庫を除く。）に供

し、軒の高さが2.3ｍ以下で、

かつ、床面積が５㎡以内であ

るもの 

３ 自動車車庫の用途に供し、軒の

高さが2.3ｍ以下であるもの 

４ この項の規定の施行の際現に

建築物の敷地として使用され

ている面積が 165 ㎡未満の敷

地内のもの又は現に存する所

有権その他の権利に基づいて

建築物の敷地として使用する

ならば面積が 165 ㎡未満とな

る土地を敷地とするもの（この

項の規定の施行の日以降にお

いてそれらの面積が 165 ㎡以

上となったものを除く。） 

建築物の外壁又はこれに代わる

柱の面から、前面道路の境界線まで

の距離は、１ｍ以上とする。ただし、

この距離の限度に満たない距離に

ある建築物又は建築物の部分が次

のいずれかに該当する場合はこの

限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中

心線の長さの合計が３ｍ以下

であるもの 

２ 物置その他これに類する用途

（自動車車庫を除く。）に供し、

軒の高さが2.3ｍ以下で、かつ、

床面積が５㎡以内であるもの 

３ 自動車車庫の用途に供し、軒の

高さが2.3ｍ以下であるもの 

（第一種低層住居専用地域の

制限） 

建築物の外

壁又はこれに

代わる柱の面

から、前面道

路の境界線及

び隣地境界線

までの距離

は、１ｍ以上

とする。ただ

し、この距離

の限度に満た

ない距離にあ

る建築物又は

建築物の部分

が次のいずれ

かに該当する

場合はこの限

りでない。 

Ａ～Ｂ地区

の第１～３号

と同じ。 
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注注注注    記記記記    地区区分詳細    

地区区分 組班／施設名表示 住 居 表 示 

Ａ Ｂ～Ｇ地区以外 Ｂ～Ｇ地区以外 

Ｂ 
１組２班及び４班、３組４班 

３組６班の西側１０区画 

日野南５丁目４６番及び４９番 

日野南６丁目４２番及び４５番 

Ｃ ２組４班の西側１区画、２組６班 日野南５丁目５５番～５６番 

Ｄ ６組７班～８班 日野南６丁目１２番１号～１９号及び１７番 

Ｅ 日野南小学校 日野南６丁目３５番 

Ｆ 
１組１班、３組５班 

３組６班の東側６区画 

日野南５丁目４７番～４８番 

日野南６丁目４３番～４４番 

Ｇ 
野庭三谷町公園、日野南公園 

鍛冶ヶ谷南公園 

日野南５丁目４３番＊、日野南６丁目４６番 

日野南７丁目１２番＊、＊この住所には住居もあります。 

地区全体 

１組１班～５班、２組１班～６班 

３組１班～６班、４組１班～７班 

５組１班～５班、６組１班～８班 

７組１班～６班、８組１班～７班 

日野南小学校、野庭三谷町公園 

日野南公園、鍛冶ヶ谷南公園 

日野南５丁目４３番７号～５６番 

 

日野南６丁目１２番１号～１９号 

１７番～２０番、３６番～４７番 

       

日野南７丁目１番～３２番 
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